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の対象とされてきた。従来の慣習法を成文化した国連海洋法条約（United Nations Convention on the 

























ている。2005年に成立した暫定連邦政府（Transitional Federal Government: TFG）、および 2012年
                                                        
1 例えば Menkhaus［2009］は 1991年説、Sorensen［2008］は 2003年説を唱えている。この他に 1994 年説、2003
年説、2005年説等がある。 
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どの海賊は処罰を逃れてきた［UNSC 2008c, 31-32］。 
海賊行為が海上輸送や世界経済に与える影響は深刻で、経済コストは 2010年で年間 70～120億





めの国際協力と情報交換を目的とする「ソマリア沖海賊コンタクト・グループ（Contact Group on 
Piracy off the Coast of Somalia: CGPCS）」を 2009年 1月に発足し4、ソマリア周辺沿岸諸国は 2009
年に「ジブチ行動指針（Djibouti Code of Conduct: DCoC）」を採択した。だが、海賊対策が本格化
した 2009年以降もソマリ海賊の襲撃は減少せず、ピーク時にはソマリア沖から約 700海里も離れ
たセーシェル周辺海域でも襲撃が報告された。2010年 5月の時点で海軍又はコーストガードに拘
束された 9 割以上の海賊が訴追されずに釈放されていたことが明らかになった［UNSC 2011a］。
それは国内法の不備、移送に伴う時間と多大な費用、ノン・ルフールマン原則などから5、自国の
                                                        
3 プントランド自治政府は、1998年の設立当初はコンセンサスと対話に基づく統治・司法体制の整備が進められ、
評価されていた。しかし、2001年 11月の大統領選挙で当選した J・A・ジャマ（Jama Ali Jama）と現職に留ま
ろうとする A・ユスフ（Abdullahi Yusuf）大統領との間で対立が激化し、プントランドでは政治的混乱が続いた。
ユスフは TFGの大統領に選ばれ、2004年にプントランドを去った。2005 年に M・アデ・ムセ（Mohamud "Adde" 
Muse Hersi）が大統領に就任すると、さらにプントランドの経済状態は悪化し、財政破綻を引き起した。政府や
治安維持機関の腐敗や汚職が悪化した［杉木 2011, 92-93］。 




























Suppression of Unlawful Acts Against the Safety of Maritime Navigation、以下、SUA 条約）」では諸国
の共通利益を害する犯罪を国内法レベルで訴追、処罰することを求めているが、海賊や海上犯罪
の処罰を一元的に担う国際機関や国際裁判所は存在していない。ソマリ海賊の不処罰に対処する
ため、国連事務総長は 2010年 7月に海賊裁判に関する 7つの選択肢を提示し［UNSC 2010b］、様々
な実務家や研究者はソマリ海賊の裁判に関する新たな方策を示すなど、海賊の訴追・処罰に関し
て多様な案が提案されてきた。これらの提案は、主に以下の 4タイプに分類できる。 







































る［Geiβ and Petrig 2011,171］。国連薬物犯罪事務所（United Nations Office on Drugs and Crime: 









有力である［坂元 2012, 177-178］。また構成要件が合致していれば、SUA条約に基づいて SUA条
約締約国が海賊の逮捕・訴追・処罰を行うとともに［山田 2013, 40］、拿捕国が海賊容疑者を第三
国へ引き渡すことができると解されている。安保理では全ての国に海賊・武装強盗の逮捕、訴追・
処罰に協力することを求め［UNSC 2008a, 2008b, 2008d, 2009］、2015 年 11月に採択された安保理
決議第 2246号でも地域レベルで海賊の訴追、裁判、処罰を制度化することをあらゆる国に求めて




が訴追・処罰する法的根拠は担保されていると考えられる［Geiβ and Petrig 2010, 198-220］。 
誰が「海賊」を処罰するのか？ 
 













約等の国際条約である。商船法が 2009 年 9 月 1 日に発効する以前は、1967 年に制定された刑法
(Penal Code)第 69項が海賊行為を処罰する法的根拠であったが、商船法の発効により刑法第 69項
は廃棄された。商船法では海洋法条約や SUA条約など主要な海洋犯罪関連の国際条約が国内法化
されている。商船法の第 370（4）項で、公海および領海で海賊行為を行った者は自国民でなくて
も起訴の対象となることが記されている［Ganthii 2010, 429-430］。また、2010 年ケニア憲法第 2
条第 5 項及び 6 項で、ケニアが批准した条約や協定は国内法の一部として直接適用される国際法
一元論の立場が明示された［ROK, 2010］。このように国内法が整備されたことから、普遍的管轄
権の適用により、自国民でない海賊容疑者の訴追がケニアで可能となった。 
なお、商船法が発効したのが 2009年 9月 1日であることから、それ以前に被疑者が拘束された
海賊裁判 10件（76名）では管轄権の有無が裁判で争点となった［Ganthii 2010, 417］。第三国がケ
ニア領海以外で拘束した海賊容疑者をケニアへ引き渡した最初の裁判は、2006年に治安判事裁判








事訴訟法（Criminal Procedure Act of Kenya）に基づき裁判が行われる。ケニアはソマリアと犯罪者
引渡協定を結んでいないため、既決囚のソマリアへの移送は行われていない8。シモラテワ刑務所
は 1954 年に設立されたケニアで最も警備が厳重な刑務所の 1 つで、2014 年 9 月の時点で、海賊
および海上犯罪の容疑で逮捕された既決囚 94 名と未決囚 16 名が別の罪状で収容されているケニ
                                                        
7 本人の供述で年齢が確定しない、もしくは疑義がある場合は、医師の検査により年齢を特定した。これまでケニ
アに引き渡された海賊容疑者のうち、未成年者 1名以外は全員成人であると判断された。Interview with Mr. Samuel 
K. Nyutu, Assistant Commissioner of Prisons, Shimo la Tewa Prison, 22 September 2014. 
8 Interview with Mr. Stephen Riech, Chief Magistrate, Mombasa Magistrate, Republic of Kenya, 24 September 2014. 
誰が「海賊」を処罰するのか？ 
 




点を置く 6名の検察官を中心に編成され、海賊・海上犯罪部（Piracy and Maritime Crime Division）
が取調と裁判を担当している10。 
2012 年までにケニアが第三国から受入れた海賊・武装強盗被疑者の裁判は 2014 年 9 月の時点
で 1 件を除き、治安判事裁判所レベルでの裁判は終了し、上訴された数件が高等裁判所で審議中
であった11。2008年から 2012年にかけてケニアが協定国から受入れた 164名の海賊・武装強盗容
疑者のうち、有罪が確定した既決囚 94名の最高刑は 20年で、最も短い刑期が 4年であった12。な
お、2015 年 6 月に刑期を終えた 62 名がソマリアへ送還され、今後刑期を終了する受刑者が釈放






















する人もいた［Lorenz and Paradis 2015, 216-218］。証人の確保をより効率化するために、2011年に
ケニア高等裁判所は、テレビ会議システムを使った証人尋問を許可し、一部の海賊裁判では、証
                                                        
9 Interview with Mr. Samuel Karanja Nyutu, Assistant Commissioner of Prisons, Shimo La Tewa Prison, Kenya Prison 
Service, 22 September 2014. 
10 Interview with Ms. Catherine Mwaniki, Senior Principal Counsel, Office of the Director of Public Prosecutions, Republic 
of Kenya, 24 September 2014. 
11 Interview with Mr. Stephen Riech, Chief Magistrate, Mombasa Magistrate, Republic of Kenya, 24 September 2014. 
12 Interview with Mr. Kenrodgers Kyaro, Chief Inspector, Prisoners Records, Shimo la Tewa Prison, 22 September 2014. 
誰が「海賊」を処罰するのか？ 
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人がいる在外のケニア大使館と法廷をテレビ会議システムで結び、証人喚問が行われた［Murungi 



































                                                        
13 Interview with Mr. Stephen Riech, Chief Magistrate, Mombasa Magistrate, Republic of Kenya, 24 September 2014. 
誰が「海賊」を処罰するのか？ 
 















惧された［Osiro 2011, 15］。 
第 3 の問題は、訴追国における海賊に対する量刑の差異である。世界全体で 2006 年から 2014
年 5 月の間に判決をうけたソマリ海賊 407 名の量刑の平均は約 14 年で、量刑の平均はヨーロッパ







ができない。UNODC は、2013 年 6 月の時点で訴追することができた海賊集団のリーダーや資金




























の SUA 条約改正議定書制定のように更なる管理が模索されている。アフリカ連合で、2009 年 10
月に「アフリカ海運憲章（African Maritime Transport Charter）」を採択し、「2050年アフリカ統合海
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